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経済論叢(京 都大 学)第153巻 筆5・6号,ユ994年5・6月

サー ビス業 ゐ実質産 出 と生産性D
一 サ ー ビス化す る 日本経済のサー ビス業 と

製造業のマ クロデー タでの比較研 究

葛 城 政 明

は じ め に

世 界 の先 進工 業 国で は,そ の就 業人 口に おい て も,あ るい は名 目GNPに お

い て も,い わ ゆ る 「モ ノ」 の生 産 で は な くて 「サ ー ビス」 の生 産 が そ の過 半 を

占 め る に至 って い る。 日本 経 済 に お いて も例 外 で は な い。 しか し この経 済 の

サ ー ビス化 が進 む につ れて 指摘 され て きた こ とは,サ ー ビス産業 は生産 性 の伸

びが 小 さ く,こ れが経 済成 長 の鈍化 と関 わ って い る とい う もので あ る。 実 際 わ

が国 ρ デー タで 見 て も,狭 義 のサ ー ビス業 と製造 業 を付 加価 値 労 働 生産 性 で 単

純 に比 較 した場 合,1970年 代か ら今 日まで,製 造 業 は名 目,実 質 共 に生 産性 の

絶 え 間 ない向 上 が見 られ るの に対 して,サ ー ビス業 は ほ とん ど生 産 性が 伸 び て

い ない。 だ が,一 方 で,「 サ ー ビ スの 生 産性 が 伸 びて い ない の は,サ ー ビス価

格 の デ フ レー シ ョ・ンの 際 に,質 的 変化 を適 切 に調 整 して い なか らで あ って,見

か けほ どサ ー ビス の価 格 上 昇 は大 き くな く,実 際 はサ ー ビス業 の生 産性¥¥�A�L�
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1)本 研 究 は,「 サ ー ビス 化 した経 済 にお ける実質 産出 の把 握 と物価 変動 の特 質」 とい う題 目の下

に,文 部 省科学研 究費補 助金 の助 成 を受 けた研究 の一部で ある。
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製造業のマクロデータでの比較することによって，吟味しようとしたものであ

る。

I サービス化の現状と問題点

経済に占める諸産業の比重が，経済発展に伴って，一次産業から二次産業へ，

そして，三次産業へと移っていくことは，ペティ z クラークの法則で周知のよ

うに， 日本経済においてもまた例外ではない。 1990年の産業別名目国内総生産

の構成比を見ると，一次産業と二次産業を加えた付加価値高が，国民総生産の

およそ39%なのに対して，第三次産業のそれは61%に上っている。第三二次産業

とは，日本標準産業分類の大分類項目14業種のうち， G電気・ガス・熱供給・

水道業， H運 輸・通信業卸売 m 小売業・飲食庖， ]金融・保険業， K不動

産業， Lサービス業(狭義のサービス業)， M公務の 7業種のことであり，広

義のサーピス産業と呼ぶこともある。(本論文では単にサービス業と呼ぶ場合

この L分類の狭義のサービス業を指し，サーピス産業と呼ぶときは，広義の

サービス業を意味するものとする。)

この経済のサービス化を，特に製造業とサービス業の対比でみると，その現

状がいっそう明確になる。 1960年には，産業別名目国内総生産の構成比は叶ー

ピス業が約7.5%であったものが， 1990年には約15%に倍増したのに対して，

同期間に，製造業は約34.6%から，約27%に低下した。この結果，産業別就業

者数構成比でみると，サーピス業が1990年に約21%なのに対して，製造業が約

23%と，就業者数でみた産業規模としてはサービス業も製造業も大して変わら

なくなってきているのである。ところが，実質化した産業別圏内総生産の構成

比をみると，製造業は1960年の16.6%から1990年の約30%と倍増しているのに

対して，同期間にサービス業は16.4%から約14%と低下しているのである。

いったL、これはどういうことなのだろうか。

図 lは，就業者一人当たりの付加価値産出額の1970年から1990年までの年次

推移を示したものである。製造業は名目値でみても，実質値でみても付加価値
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図1製 造業.とサー ビス業 ・

就業者一人当 り粗付加価値年次推移
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労働 生 産性 は過 去 お よそ20年 間,絶 えず 成 長 し続 け て きて い る。 と ころ が,

サ ー ビス業 は名 目値 で は,絶 対 額 は低 い なが ら も,製 造 業 と同様 に伸 び続 け て

い るの に対 して,実 質値 で は全 くとい って もよい ほ ど付 加価 値 労 働生 産 性 が伸

びて い ない ので あ る。 しか も,こ の 間,サ ー ビス業 の資 本 ス トック は絶 え間 な

く上 昇 し,1980年 か ら1988年 の9年 間 に,製 造業 のの 資 本 ス トックの増 加 率 が

6.3%で あ った の に対 して,サ ー ビス業 の 資 本 ス トックは14.9%も 増加 して い

るの で あ る。 この ことは,す なわ ち,サ ー ビス業 はた だ価格 が上 昇 した に過 ぎ

ない こ とを物 語 ってい る。 サ ー ビス業 の生 産 性 は伸 び な いの か,そ の こ とと表

裏 一体 の こ とと して,サ ー ビス業 はただ価 格 のみ が上 昇 し,生 産 性格 差 イ ン フ

レー シ ョンの原 因 とな ってい るのか 。 ひい て は,経 済成 長 率 の低 下 の要 因の一

つ に経 済 の サ ー ビ ス化 が あ るのか 。 これが 本 論 の問題 な ので あ る。
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11サ ー ビス業 の 実質産 出

経 済の サ ー ビス化 を巡 って は,日 本 よ り先 に事 態 が 進 んで い た ア メ リカで既

に四半 世 紀 ほ ど前か ら議 論が な され て いた 。 そ して,実 は未だ に根 本 的 な解 決

の 見 られ てい な い問 題が あ った の で あ る。 「サ ー ビス」 の実 質産 出 とは何 なの

か 。

具 体 的 な例 をあ げ てみ よ う。 医療 サ ー ビスの産 出 とは何 だ ろ うか そ して何 を

そ の 実質 的 な産 出額 の変 化 と して測 れ ば い いの だ ろ うか 。 「診 察 回 数」 だ ろ う

か,「 のべ 患 者 数」 だ ろ うか 。 そ れ と も 「治癒 効 果」 だ ろ うか 。教 育 サ ー ビス

は ど うだ ろ う。予 備校 な らば授 業 回数 か,の べ 受験 合 格者 数 か 。情 報 サ ー ビス 、

は ど うだ ろ う。 ソフ トウエ アの プ ロ グラム行数 だ ろ うか。 しか し,よ り効率 的

な プ ログ ラ ムで あれ ば 同 じこ とをす るの に よ り少 な い行数 で す むか も しれ な い。

この よう に,サ ー ビス業で は実 質的 な産 出額 とそ の変化 が,製 造 業 ほ ど自明 に

とらえ る こ とが で きない ので あ る。

伝 統 的 な理 論 の上 で は ど うだ った のだ ろ うか 。経 済学 の 教科 書 にお いて は,

「財 ・サー ビス」 と して,あ たか も無 定義 語で あ るか の如 く述 べ られ て,「 財」

とは何 か,「 サー ビス」 とは何 か とい うこ とが 共 有 の概 念 と して定 義 され て い

るわ けで は ない 。そ もそ も新 古 典派 の効 用 概念 が そ の よ うなあ らため て の区 別

を不 要 に して い るの で あ る。 あ えてサ ー ビス と財 とが違 った経 済特 性 を もって

い る とは考 え て いな いの であ る。 この点 に関 して は ,効 用 の源泉 を単 に商 品 そ

の もの か ら商 品 の特 性(characteristic>2,と す る よ うな タイ プ の理 論 に に おい

て も同様 であ る。 したが って,「 サ ー ビス」 を問 題 とす る とき,「 サ ー ビス」 と

は何 か とい う定義 か ら始 ま るのが常 で あ る。 そ れ ど ころか 「サ ー ビス」 に当 面

の問題 全 て に満 足 の行 く定義 と概 念 構 成 を与 え る こ と自体 が ,「 サ ー ビス」 を

巡 る問題 です らあ る。

2)こ の 区 別 はASen(1985) ,A.」.Culyer(1990)の 特 性(characteristic)と 効 用 の 区 別 と比

較 した 場 合,特 性 の 「束」 を 「サ ー ビス」 と呼 べ ば,本 質 的 に 同 じで あ る 。
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この よ うな問題 点 が,統 計 デー タの 上 に実 はそ の まま反 映 され て い る。 普通,

統計 デー タを用 い て実証 分析 をす る とき,価 格 と産 出高 は明確 に区 分 され て お

り,た とえ ば生産 性 が ど うな った とい う時は,実 質 の産 出額 につ い て の議 論で

あ る。 ところが サ ー ビス にお いて は産 出物 が何 か とい う明確 な認 識 が無 いた め

に この価格 と実 質 産出 を区分 す る こ とが たい へ ん 困難 な ので あ る。 こ こに さ ら

に質 的変化 とい う問題 が加 わ る と,デ7レ ー タの作 成 は非 常 に困難 な もの とな

り,実 際 に は専 ら便 宜 的 な方 法が と られ て きた にす ぎなか った 。

このサ ー ビスの実 質 産 出が何 か とい う問題 につ い て,ア メ リカで の四半 世 紀

にわ た る議 論 は,た とえば教 育 の実質 産 出 と して 人的資 本 論 を応 用 して推 定 す

る な ど,様 々 な試 み の あ る こ とがGriliches(1992)等 で 総 轄 され てい る。 日

本 で も佐 和(1990)に 見 られ るよ うに,ホ テ ルの宿 泊料 に関 してヘ ドニ ックプ

ライス イ ンデ ック スを作 成 し,既 存 の デ フ レー ターが,ホ テ ルサ ー ビスの 質的

変 化 を考 慮 しない が ゆ えに,過 大 に評 価 され て い る こ とを示 してい る。 わが 国

の公 的 な価格 指 数 にお いて も,近 年 よ うや く企業 向 けサ ー ビス価格 指 数 がつ く

られ,質 的 向上 分 と物価 上昇 分 を区分 す るな ど改 善 が はか られ てい る。 しか し,

現在 わ れわ れ が利 用す る こ とので きる 日本 のサ ー ビス業 の マ クロデ ー タにつ い

て は,未 だ そ の実 質 産 出の変 動 が明確 に把握 され て い るか ど うか は な ん と も言

えない ので あ る。

そ こで本 論 で は,景 気 変動 を手が か りに,現 在 手 に はい る製造 業 とサ ー ビス

.業 のマ ク ロデ ー タを比較 検討 す る こ とに よって.こ れ らの 問題 が どの様 に 日本

経 済 のサ ー ビス化 の問題 と して浮 き彫 ゆに な って くるのか を 明 か しよ う とお も

う。 「サ ー ビス」 も 「財 」 も新 古 典 派が 普 通 分析 す る よ うに差 異 は な く,し た

が って,製 造 業 もサー ビス業 も と りわ け区別 して 分 析す る よ うな必 要 は あ るの

か ない のか 。 そ して,サ ー ビス業 の実 質 産 出は的 確 に把 握 され てい るのか 否 か。

こ の よ うな 角度 か ら,デ ー タを検証 す るので あ る。
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IIIマ ク ロデー タでの比較 検 討

普通,経 済で実証 といえぼ,統 計 デー タの信頼の上に立 って,あ る経済モデ

ルに基づ く構造 パラメー タの推定を行 う。 そして,当 面の理論あるいは仮説体

系によって合理 的に解釈可能で あ り,反 証 され なか った ことを もって実証 と呼

ぶ。 しか し本論ではす こし話 が違 う。統計 デー タ,と りわ けサー ビスの実質化

したデー タを疑 って,経 済モデルと しては極めて単純 なものを前提 と.して眺め

た ときに,そ の疑いは正 しいか どうか とい うものである。そ して強いて言 えば,

伝統的な経済学 の見方に従 えば,「 サー ビス」 も 「財」 も経済特性 としてな に

か明示的な差異 を普通考えていないが,そ の見解に問題はないか どうかを吟味

するので ある。

まず,想 定 してい る経済の景気変動に対す る常識的見解 を明示 してお こう。

「国民所得の成長率 によって定義される景気変動 は,濃 淡 の差や若干の遅

れはあ って も,ど の産業に も定性的には同方向に影響 を及ぼ し,実 質的 な

産出額,価 格,利 潤,賃 金の成長率が若干のラグはあ って も同方向に上下

す る。」

信頼で きるデー タとは,厳 密には実質 と名目を区分 していない産出額ない し

粗付加価 値額 のデー タであ り,疑 わ しいデー タは価格 と実質化 されたデー タで

あ る。 しか しそれで は何 も言 えないので,国 民経済計算の上で は,サ ービスの

価格(サ ー ビスの産 出デ フレ一 夕),サ ー ビスの実 質粗付加価値 を疑 わ しい も

の とし,GNP,賃 金そ して営業余剰 は名 目値,実 質値 ともに信頼で きるもの

として取 り扱 う。製造業 につ いては常 にサー ビスとの比較対象 として取扱い,

実質化 の点では必要ない限 り予見 も差 し挟 まないでお く。

以上 のような前提 の もとで,製 造業 とサービス業各 々の経済変数,す なわち,

産出高,粗 付加価値,営 業余剰等 と国民所得の成長率間の関係 を,名 目,実 質

双方 につ いて調 べ る。名 目でのデー タと実質化 したデー タを比較す るのは,

サー ビス業の実質産出の変動 を(同 時に真 の価格の変動を〉景気変動 との関係
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の 中 で 明 ら か に す る た め で あ る 。

表1-A名 目GNP成 長率 と,製 造業およびサー ビス業の名目産出高,
名 目付加価値,名 目営業余剰の各々の成長率間の関係

産出高 祖付加価値 営業余剰

諜
塁

㈲"

R

α

R

業

業ス

造

ビ一

襲

サ

0,64

7.4

0.78

18.5

0,61

5.4

0.45

4,0

0.06

1.5

-0 .06

0,06

*1970年 か ら1989年 の20年 間の 国民経 済計 算年報 の年次 デー タに よる。

表1-8実 質GNP成 長 率 と,製 造 業 お よ び サ ー ビ ス 業 の 実 質付

加 価 値,実 質 営 業 余 剰 の 各 々 の成 長 率 間 の 関 係

粗付加価値 営業余剰

製 造 業.

サ ー ビ ス業

R二 乗

(t値)

R二 乗

(t値)

0.42

3.7

0.05

-1 .4

0.26

2.7

-0 ,05

0,06

*1970年 か ら1989年 の20年 間の国民 経済計算 年報の年 次 デー タに よる。

さて,表1は,国 民経済計算上の,産 出高,粗 付加価値,営 業余剰が,製 造

業 とサー ビス業で,GNPと どのような関係 を持 っているのか,全 般的様子 を

見 るために,GNP成 長率 を説明変数 として単純 に単 変数の回帰分析を行い,

そのR二 乗値 と有意性 を見 るために係 数のt値 を示 した ものであ る。表1-A

を見て分か るように,営 業余剰 を除けば,名 目値で は概 ね製造業 もサー ビス業

も先 の常識的見解が成 り立 ってい ることが分か る。サー ビス業は,医 療,教 育

等 を含んでいて景気 とは関係 ない とい う見解 もあ るか も知れないが,名 目産出/

額でみれば,R二 乗値,t値 ともに製造業よ り高 く,サ ー ビス業 も十分有意に.

景気変動の影響 を受けている。

さて次 に,表1-Bは 実 質値 について粗付加価値,営 業余剰 とGNPの 関係

を見た ものである。名 目値で は製造業 の営業余剰 とGNPと の明確 な関係は読
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み取れなか ったが実質で は,t値 の有意性 とい う点で十分関係があ ったことが

わかる。いずれ にせよ製造業では実質値で も先 に述べた常識的見解が十分成 り

立 っている。 ところが,サ ー ビス業 になると単純 な回帰分析で は もはや粗付加

価値,営 業余剰 とGNPの 関係 は読み取れな くなっているので ある。

表1の 粗付加価値成長率は産業全体の値を とった ものだ ったが,今 度 は就業

者一人当た りの粗付加価値についてみてみよ う。表2が そ うで ある。サー ビス

業の方 が若干R二 乗値が低い とい う点を除けば,名 目値 についは製造業 もサー

ビス業 もほぼ同様 に,景 気変動 に応 じて一人当た り付加価値が変動 してい るこ

とが うかが える。 ところが,表2-Bを 見れば分か るが,実 質化 した デー タで

は,製 造業が名 目以上 に大 きく景気の変動 を受 けているのに対 して,サ ー ビス

業では有意な関係が ない ことが うかがわれる。 この結果 は,最 初 に上 げた図1

の景気変動版 の結果 とな ってい る。

名 目では製造業 もサー ビス業 も同様であった ものが実質化 したことによって

その差異 があ らわになっているのである。これ をそのまま受け取れば,名 目で

うかがわれたサー ビス業の一人当た り付加価値 と景気の関係は,実 は価格 の上

だけのことで あって,実 質値には関係なかった,す なわ ち,一 人当た り付加価

値の上昇 は全て価格上昇によるものであ った ことになる。本当にそ うなのだろ

うか。

さて,こ こでわれわれ は当初の原則に戻 ろう。信頼で きるのは名 目のデー タ

と実質GNPで ある。表2-Aで 見 られた名 目の関係を更 に分析 してみよ う。

表2-Aの 関係は単純 に成長率間の関係 を見た ものであ った,す なわち,

成長率 を自然対 数の差 として近似 して,

表2-A回 帰式1製 造業一人当た り名 目付加価値

変 数
一L
U t値

名目GNP 0.844 32.5 自 由度 調 整 済 みR二 乗=0.916

D.W.≡1.96
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回帰式2サ ー ビス業一人当た り名 目付加価値

変 数
・L
U t値

名目GNP 0,879 13.5 自由度論整済みR二 乗=0.653

D.W.=2.15

表2-B回 帰式1製 造業一人当た り実質粗付加価値

変 数 b̀ t値

実質GNP 1.34 18.9 自 由 度 調 整 済 みR二 乗=0.692

D.W.=2.15

回帰式2サ ービス業一人当た り実質粗付加価値

変 数

実質GNP

6.

0,109

t値

0.568 自 由 度 調 整 済 みR二 乗=0.045

1〕.W.=2.08

*1970年 か ら1989年 の20年 間 の国民 経済計 算年報 の年 次 デー タによ る。

**デ ー タは対 数に変換 の上,そ の階差 を とった もの を使 用。

Ln(NV/L>t+1-Ln(NV/L)t

・=a十blLn(PY)t+1-Ln(PY)rl十Ut

NV/L;一 人 当 た り名 目 粗 付 加 価 値

PY;名 目GNP

a,b;定 数

のbを 推 定 し た も の で あ っ た 。 今 度 は さ ら に 同 様 に,

表3回 帰 式1製 造 業 一 人 当 た り名 目粗 付 加 価 値

変 数 6 t値

GNPデ フレータ

実質GNP

0,747

1.015

15.1

14.9

自由度調整済みR二 乗=0.926

D・w・=1・92
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回 帰 式2サ ー ビス 業 一 人 当 た り名 目粗 付 加 価 値

(271)49

変 数
「b t値

GNPデ フ レ一 夕

実質GNP

0.970

0.783

7.33

4.35

自由 度 調 整 済 みR二 乗=o.653

D.W.=2.16

*1970年 か ら1989年 の20年 間 の 国 民 経 済 計 算 年 報 の 年 次 デ ー タ に よ る。

**デ ー タは 対 数 に変 換 の 上,そ の 階 差 を と った もの を使 用 。

Ln(NV/L)竃+1-Ln(NV/L)t

=a十b】lLn(P)t+1-Ln(P)d

十b21Ln(Y)吐+L-Ln(Y)ti十u【

と して,P(物 価 あ るいはGNPデ フ レ一 夕)とY(実 質GNP)の 効果 を分

離 してb,bを 推定 してみ よ う。表3が そ の結 果 で あ る。

表3の 結 果か ら分か る こ とは,サ ー ビス業 で も一 人当 た り名 目粗 付 加 価値 は

実 質GNPと 有 意 な関 係 が あ る とい う こ とで あ る。 一 方,表2-B回 帰 式2の

結果 は,サ ー ビス業 の一 人 当た り実 質粗 付加 価 値 は実 質GNPと 有 意 な 関係 が

ない とい う可能 性 を示 して い るか ら,両 方 の結 果 が何 れ も正 しい とす れ ば,こ

の実 質GNPの 変動 はサ ー ビスの付加 価 値 の価格 だ けに影 響 した とい う解 釈 を

否定 で きず,最 初 の図1で 見 た よ うな,サ ー ビス業 は価 格 だ けが 上 昇 し,生 産

性 は ほ とん ど伸 び てい ない とい う見方 を支持 す る もの で あ る。 しか しも し,景

気変 動 が,本 当 はサ ー ビス業 に対 して も実質 ベー スで影 響 を持 ってい るので あ

れば,こ の結 果 は簡 単 には受 け 入れ らない3}。

さ らに も し,実 質 的 な価 格 の変動 と利潤 の変 動 が 関係 して い る な らば,実 質

ベー スで 考・えた場 合 ,賃 金 の変 動要 因 を除 けば,サ ー ビス業 の一 人 当 た り実 質

3)景 気 の量的 変動の 指標 として,成 長 率 を用 いる ことがサ ー ビス業で 適切 でな いのか もしれな い,

あ るい は製造 業 よ りもラグが 大 き く存在 す る と解 釈 され るか も しれ ないが,成 長率 以外 に,ト レ

ン ドか らの乖離 率で調 べ た り,い ろいろな ラ グを工夫 してみ て も結果 は実 は同 じで あ った。
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営業余剰 は景気変動 に対 して正の関係 を持 らてい るはずである。そ こで今度は,

製造業 とサー ビス業の一人当た り実質営業余剰 につ いて,お のおのの賃金指数

と実質GNPを 説明変数 とす る上 と同様 の分析 を行 った。結果 は表4で あ る。

表4A回 帰式1製 造業・.一人当た り実 質営業余剰

変 数
デ
D t値

定 数 一10.1

製 造 業 実 質 賃 金 指 数 一1.72

実 質GNP4.17

一2
.88

-3
.21

5.02

自 由 度 調 整 済 みR二 乗 冒0.591

D.W.=2.30

回帰式2サ ー ビス業一人当た り実質営業余剰

変 数 L̂
U t値

定 数6.49

サー ビス業実質 賃金指 数 一〇.426

実 質GNP-0.597

0.951

-0 ,566

-0 .437

自 由 度 調 整 済 みR二 乗=0.081

D.W.=2.21

*1970年 か ら1989年 の20年 間 の国民 経済 計算 年報 お よび毎 月勤 労統 計の年 次 デー タに よる。賃 金

指 数は現金給 与総額 を使用 。

**デ ー タは対 数 に変換 の上,そ の階差 をとった もの を使 用。

製造 業 につ い は,常 識 的に考 え られ る予 想通 りの 結果 が で て い る。賃 金 を上

げ れ ば,利 潤 は減 少 し,実 質 の景 気 に応 じて,利 潤 は変動 して い る。 と ころが,

サ ー ビス業 で は全 く有 意 な結 果 が 得 られ なか った。 も しこの価 格 と利潤 に正 の

関 係 が あ る とい う仮 定 を受 け入 れ る な らば,表2-Bの 回帰 式2,表3の 回帰

式2そ して表4の 回帰 式2の 何 れ か の前 提が おか しい こ とにな る。 再 び,最 初

の信 頼 原則 を適 用 す れ ば,お か しい の は表2-Bの 回帰 式2,す な わ ち,サ ー

ビス業 の実 質粗付 加 価 値 デー タだ とい うこ とにな る。

次 に,賃 金 につ い て,製 造 業 とサ ー ビス業 の比較 検 討 を して お こ う。

名 目の 賃金 指 数 と名 目GNP成 長 率 を図2-Aの 様 に1971年 か ら1988年 につ

い て製造 業 とサ ー ビス業 につ い て比 較 してみ る とほぼ45度 線 の 関係 にあ り,一

見 同様 に名 目GNPと 正 比例 の 関係 にあ るよ うに見 え る。 これ は,さ らに賃 金
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図2-A賃 金 指 数 成 長 率 と名 目GNE成 長 率 との 関 係
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指数の成長率 を製造業 とサー ビス業で比較す る と同図B,Cの 様 になっていて

いる。Bは 名 目値で比較 した ものであるが,こ れ も同様 に成長 してい るよ うに

見える。 しか し,実 質でみるとCの 様 になってお り,1970年 代の前半 とそれ以

降で,変 化 はあった ものの,製 造業 に比 して遙かに一定の比率で賃金は成長 し

てお り,サ ー ビス業の実質賃金成長率は相対的 に景気循環 の影響をあま り受 け

ていない様 に見える。

製造業 とサー ビス業 の勤続年数別 の賃金プロファイルを比較する と,ま ず第

一に
,給 与の絶対額が製造業 よ りサービス業のほ うが高い。 サービス業の就業

人 口が増加の一途 を辿 るの ももっともである。つ ぎに,全 労働者でみた場合,

製造業 もサー ビス業 もなだ らか に稜線のつ なが った形状 をしているが,良 くみ

てみると,サ ービス業は30才 代前半 まで,勤 続年数による所定 内給与 に大 きな

差異の無い こ とがわか る(図3)。 大卒男子で はこの違いが さ らに顕著になっ

て,50才 代 になるまで勤続年数 による所定内給与 の違いがほ とんど無い ことが

わか る(図4)。 転職者 はサー ビス業への転職が多い ことが知 られ てい るが,

勤続年数別の賃金プロファイルは転職先 としてサー ビス業が望 ましい ことを示

している。逆に製造業では相対的 に年功序列が守 られてい ることがわか る。 こ

のような構 造から,サ ー ビス業の賃金の決ま り方 はい っそ う労働生産性(一 人

当た り実質付加価値〉の変動を大 きく受 けていそ うに思われ る。現実の賃金の

改訂 は原則的に常用雇用者の場合,年 に一度,実 際の生産の変動 と若干の遅れ

を伴 って決定 されている。 しか し,サ ー ビス業 と製造業を比較 した場合,そ の

決定方式 は製造業の大手組.合の交渉妥結額が賃金の相.互関連の上で まず独立に

決 まって くる と考 えられ る。 そ こで,サ ー ビス業 の実 質賃金 の変動 は,ま ず

サー ビス業 の賃金変動か ら独立に決 まった製造業の名 目賃金 の変動 とサー ビス

業 自体の労働生産性の変動によって決ま って くると考えられる。表5は このよ、

うな関係 を想定 し,サ ー ビス業の名 目賃金変動 の決定式 を推定 した ものである。

さらに,表6ラ グにアーモンラグを採用 して,同 様にサー ビス業の実質賃金指

数変動の決定式を推定 した ものであ る。
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図3-A年 齢階級,勤 続年数別所定内給与額
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図4-A年 齢階級,勤 続年数別所定内給与額
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表5サ ・一ビ ス業 名 目賃 金指 数

変 数
・L
り t値

定 数 一〇.0238-2.40

製 造 業 名 目賃 金 指 数0.7546.42

サ ー ビス 業 一 入 あ た り名 目粗 付 加 価 値0.3062.56

一 期 前 サ ー ビ ス業 一 人 あ た り名 目粗 付 加 価 値0 .2032.06

自 由 度 調 整 済 みR二 乗=0.926

D.W.=ユ.92

表6サ ービス業実質賃金指数

変 数 製造業実質賃金指数

LAGbiT一 値

O

1

9
】

3

0.169

0.253

0.253

0.ユ69

13.3

13.3

13.3

13.3

0

-I

l

-
1

PLOTOFLAGDIST〔*)ANDERRORHAND(十)

十*十

十*十

十*十

十*十

変 数 サ ー ビ ス業 一 人 当 た り実 質 付 加 価 値

LAGb;T一 値PLOTOFLAGDIST〔*ANDERRORBAND〔 十〕

0

1

2

一〇.104

-0
.069

-0
.035

一2
.0ユ 十

一2 .01

-2
,0ユ

*十

十*十

→.*→

自由 度 調 整 済 みR二 乗=0.813

D.W.ニ1.93

*1970年 か ら1989年 の20年 間 の国 民経 済計算年報 お よび毎 月勤 労統計 の年次 デ ー タによる。

賃 金指数 は現金給 与総額 を使用 。

**デ ー タは対 数 に変換 の上,そ の階差 を とった もの を使 用。

結果をみると名 目値 の方が当てはま りも良 く,し か も常識的な予想通 りの結

果な っている。 しか も推定 された係数の値か らみて もまたその有意さか らみて

も,製 造業の賃金の影響 を大 きく受 けていることが読み取 れる。 このことは,
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実 質値で見た方で も同様 ではあ るが,決 定的 に違 うのは,予 想 された一人当た

り実質付加価値の との関係が,ラ グを導 入 して も,負 の関係 になってい るとい

うことであ る。 ここで もまた,サ ー ビス業の実質付加価値 に問題が あることが

読 み取 れるのであ る。

以上,製 造業 とサー ビス業 のマ クロデータ観測 された事実 をまとめると,

観測事実

a .名 目値 間の関係 は,賃 金決定等 の構造 的問題 を別 として製造業 もサービ

ス業 もとほとんど同 じである。

b.実 質値で比較す ると,製 造業で有意で あったの と同様の関係がサー ビス

業では観測で きな くなる。

c.お な じサー ビス業のデー タにおいて,名 目値では有意であったの と同様

の関係が実質値で は有意でな くなっているか,あ るいは正負が逆転 してい

る。

デー タの実質化 が正 しいならば,少 な くとも景気変動に対す る経済変数の変

動 の仕方 とい う点で製造業 とサー ビス業 はちが う。サー ビス業 は,景 気変動に

対 して実質的な付加価値 の産出量は変化がな く,専 ら,価 格のみが景気 に対 し

て変動 してい る。そ してサー ビス業の価格や賃金の変動 は自立的な もの とい う

よ りも,他 の産業 の変化か らの派生的 な ものであ り,そ の変動 も製造業 に比 し

て非常 に小 さい。 しか し,既 にホテ ルの宿泊価格 のヘ ドニ ックアプローチが示

しているように,価 格のデフ レー ターに問題があるのだ とすれば,そ して伝統

的経済学が暗黙に取 り扱 っているように,製 造業 もサー ビス業 も,そ の景気変

動 に対す る経済行動 に本 当は とりわけ差異が ないならぼ,観 測された事実は,

デー タの信頼原則(サ ー ビス業 のデ フレー ター以外 は信用で きる)か らして,

実質化のデー タに問題があ る可能性が大いにあ る。 さらに一歩踏み込んで,実

質的にはサー ビス業は景気 と関係 な く,賃 金 も固定的で あ り,専 ら景気 に対 し

て価格のみが変動 してい るとした場合,実 質的な利潤が価格 変動 と対応 してい

るならば,観 測事実は必ず しも真 の価格 が景気 に対 して有意に変動 してい るこ
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とを示していない。

お わ り に

データの検証結果から言えることは，サーピス業が製造業とは全く違った経

済的行動をしているか，あるいは，製造業と同等であるとすればサービス価格

のデフレーションは適当でないとうことである。今後の研究はこの何れかを更

に明確にすると共に，前者であればその理論的意味付けを，後者であれば統計

データの改善が必要であろう。

しかし，おそらく事態の真相は，サーピス業のデフレーターに問題があると

もに，製造業とサービス業は性質を全くことにする産業であるということであ

ろう。そして. iサービス」の実質産出がなにかという問題に鑑みるとき，単

純にはサーピス業の生産性の低さを議論することはで出来ず，経済成長の低下

と結び付けることもまた早計ではないだろうか。このような点に関して，質的

変化とデフレーションの問題を踏まえたサービス業の労働生産性と資本装備率，

技術進歩の関係の分析が今後必要であろう。
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